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　日本の経済界はこの数年、東日本大震災や

タイの大洪水など、自然災害によって大きな

打撃と影響を受けました。そこで今、私どもは

防災・減災の取り組みを再検証し、一層の対

策強化に努めています。企業には、人命救助

を第一とし、安否確認のシステムや避難体制・

施設の構築の他、経済活動の停滞が広域での

二次災害につながることを避けるため、事業

活動の継続や早期復旧のための体制づくりが

求められます。また道路や発電所などの主要

インフラが災害に耐えられるよう、最新の情報

通信技術を積極的に活用しながら、老朽化対

策や維持管理を効率化することが必要であ

り、そのための研究・開発などイノベーション

の促進にも企業は力を入れています。

　地震多発国である日本は、JICAの海外投融

資※の柔軟な活用によって、インフラの整備

に加え、日本の強みである気象データを活用

したハザードマップ作成などに取り組む人材

の育成などを通じても、国際社会に多大な貢

献ができます。今後も産学官連携による技術

協力を推進し、日本の防災システムの知見を

積極的に展開してまいりたいと思います。

　東日本大震災が発生する前から、東北地方

では将来予測される地震・津波の被害想定、

防災マップの作成、それを活用した防災・避難

訓練などに力を入れてきました。しかし想定以

上の大震災を経験し、それが全ての地域、全て

の人に普及していなかったことが分かりまし

た。そこで私たち東北大学では、被災経験を共

有する訓練プログラムや小学校への出前授業

など、防災・減災の裾野を広げるための活動

を、これまで以上に強化しています。

　防災・減災に向けて地域がすべきことは、自

然災害のリスクを知ること、そして防災文化の

継承であると思います。例えば、過去の災害や

教訓の由来が残されている地名から危険な場

所を知ることができたり、避難先での非常食に

昔ながらの食材や調理法が役に立ったりと、

日常の知恵であり工夫である防災文化は将来

にわたっても生き続けるはずです。

　そして私たちの研究成果を発信し、国際社

会と共有するためには、JICAとの連携が欠か

せません。共に世界に向けた防災・減災活動

の核となり、今後も災害リスクの評価方法や、

復旧・復興に向けた教訓や知見の発信に力を

注いでいきたいと思います。

　仙台市は、東日本大震災において、これま

での想定を上回る規模の津波により沿岸部

で甚大な被害が生じた他、ライフラインの停

止や地盤災害、多数の帰宅困難者の発生など

に見舞われました。

　この経験から仙台市では、特に「自助・共

助」を重視し、防災教育の推進に取り組むとと

もに、自主防災組織の活性化を図るべく、地

域の防災活動の中心的な役割を担う「地域防

災リーダー」を、震災翌年から4年間で600人

養成する計画を進めています。

　また、震災を通して得た教訓、それに基づ

く取り組みを海外へ発信し、世界の防災文化

の発展に貢献していくことが、いただいた多

くの支援に対してできる恩返しの１つである

と感じています。それを実践するためにも、開

発途上国と強いネットワークを持つJICAの存

在は心強く感じています。

　今回、仙台市で第3回国連防災世界会議が

開催されます。大震災から4年、現状を世界各

国の防災関係者に直接見ていただけるのは

非常に意義深いことであり、市民にとっても

あらためて防災について考え、意識をさらに

高める絶好の機会だと思っています。

※民間企業を通じた途上国開発の促進を目指し、出資や融資を行う事業。表紙：2011年2月のニュージーランド地震で救助活動を行う日本の国際緊急援助隊
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